
 

令和３年度事業計画 

 

建設投資の動向については、一般財団法人建設経済研究所の令和３年度見通しでは、

新型コロナウイルス感染症による景気後退の影響から、政府、民間ともに前年度を下回

り、全体では 2.4％減の落込みと予想されています。 

また、神奈川県内の地域建設業界の現況は、土木関係を中心に厳しい経営状況が続い

ており、依然として工事量の偏りからくる地域間格差や、大企業と中小建設業との企業

間格差は解消されておらず、加えて、一部の工事でダンピング入札も見られ、品確法施

行前の状況に戻りそうな様相でもあります。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響

による景気悪化や公共工事の手控えなどによる工事量の減少なども懸念されています。 

そうした中、今後５年間で事業規模 15兆円に及ぶ「防災・減災、国土強靭化のための

５か年加速化対策」が昨年 12月に閣議決定されました。その初年度となる令和２年度３

次補正予算が本年１月に成立したところであり、この予算配分によって、県内の防災対

策をはじめとするインフラ整備が進み、地域建設業者の仕事量の増加に結びつくことを

大いに期待するところです。 

その一方で、喫緊の課題である人材確保の問題への対応として、週休二日制の導入な

ど働き方改革を推し進めるとともに、自然災害への備えもしっかりと取り組んでいかな

ければなりません。また、奇しくもコロナ禍で取組みが進んだリモート会議をはじめと

するＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）新技術への対応も着実に実施していく

必要があります。こうした課題解決を図っていくためには事業者の取組みだけでは困難

であり、発注者全体の理解と協力の下に入札契約制度等の一層の改善を求めていく必要

があります。 

同時に、業界への信頼の基礎であるコンプライアンスの徹底や品質向上への地道な努

力を継続し、災害対応を含めた幅広い社会的責任を果たしながら、業界の社会的役割の

重要性と魅力が広く地域に伝わるよう業界のイメージアップを図ることも重要な課題

です。 

以上の認識に立って令和３年度は会員各位のご理解とご協力の下、次の重要事項を中

心に各種事業を実施していきます。 

 

 

Ⅰ 令和３年度重点事項 

１ 地域建設事業者の経営改善と健全な発展への対応 

２ 建設人材の確保と魅力ある労働環境づくりへの対応 

３ 建設業の社会的責任及びイメージアップへの対応 

 

 



 

Ⅱ 対応すべき課題 

１ 地域建設事業者の経営改善と健全な発展への対応 （全委員会共通） 

（１）国・県・市町村への要望活動、意見交換会等の実施   

  ① 国関係 

   ア 国土交通省への要望関係 

・ 三県連絡協議会（７月） 

・ 関東甲信越地方ブロック会議（10月） 

イ 関東地方整備局への要望関係 

・ 関東地方整備局長（８月末） 

・ 同局県内事務所長（２月） 

② 県関係 

ア 神奈川県議会議員団への要望（６～７月） 

イ 県土整備局への要望関係 

・ 県土整備局長（7月） 

・ 土木事務所長（11月） 

・ 営繕事務所長（2～3月） 

・ 技術管理課長（11月、CPD2Unit） 

○新③ 市町村関係（実施方法は各支部と調整） 

＜要望事項例＞ 

・ 各市町村における国土強靭化地域計画の策定 

・ 品確法運用指針及び改正建設業法趣旨の徹底 

（低入調査基準、最低制限価格、週休２日モデル工事、発注の平準化等） 

・ 前払金の限度額撤廃、役務保証から金銭保証への変更要望 

 

（２）技術力向上、生産性向上及び法令順守等講習会等の実施 

○新① DX、新技術導入に向けた取組み（みらい） 

○新ア Web 会議、現場 IT 環境の構築、BIM、CIMへの対応調査・研究（みらい） 

○新イ DX・新技術（ICT、リモート等）の対応に係る講習会(土木・建築) 

○新ウ UAV（ドローン）を活用した現場管理・災害時対応研修会（企画、土木、建築） 

② 技術力向上 

ア １･２級土木施工管理技術検定試験 対策講座（土木） 

イ １級建築施工管理技術検定試験 実地試験 対策講座（建築） 

ウ 現場代理人スキルアップ講習会（土木） 

○新エ 公共施設等老朽化対策点検講習会の検討・調整（土木、建築） 

③ 生産性向上 

ア 関東地方整備局の入札・契約、総合評価の実施方針等に関する説明会(共通） 



 

イ 会計検査の指摘事例から学ぶ設計・施工不良の改善策講習会（共通） 

ウ 土木工事積算及び施工に係る講習会（土木） 

エ 公共建築工事積算講習会の実施（建築） 

オ 経営講習会（企画） 

④ 法令順守 

ア 労働安全を中心とした研修会（労務・環境） 

イ 建設廃棄物の適正処理に関する講習会への協力（労務・環境） 

     （公社）神奈川県産業資源循環協会が実施する講習会の周知 

⑤ その他（人材育成） 

ア 新入社員研修会（労務・環境） 

イ 若手・中堅社員フォローアップ研修会（労務・環境） 

 

（３）その他 

① 法令講習及び検定試験への対応（企画） 

監理技術者講習会及び建設業経理検定試験・特別研修への対応 

  ② 各種表彰の選考等（総務） 

  ③ 建設業総合補償制度の推進（総務） 

  ④ 法定外労災補償制度「建設共済保険」への加入促進及び広報の推進（総務） 

 

２ 建設人材の確保と魅力ある労働環境づくりへの対応 

（１）建設人材確保に向けた各種取組の推進（労務・環境） 

  ① 県内工業校への取組み 

ア かながわ建設ガイダンスセミナーの実施 

イ 建設現場見学会・職場体験学習・インターンシップへの支援 

ウ 県立横須賀工業高等学校建設科設置に向けた対応の調整、その他地域での

建設系学科の新設に向けた取組み 

エ 「建設業界ガイドブック」の配布 

② 若者全体への入職支援活動の取組み 

ア 大学･専門学校・工業高校関係者との懇談会の開催 

イ 会員の企業案内の情報提供 

  ○新ウ 工業高校以外の普通高、中学校等への担い手確保事業（支部支援） 

○新エ WEBによる企業説明会（かながわ若者就職支援センターと共催）実施 

③ 関連協議会による連携 

全国建設労働問題連絡協議会、建設産業人材確保･育成推進協議会への出席 

 

 



 

（２）魅力ある労働環境づくり（労務・環境） 

① 働き方改革の推進 

ア 週休２日制実現に向けた対応 

・ 発注者に対する要望 

○新・ 「目指せ週休２日＋360時間（ツープラスサンロクマル）運動の推進 

   ○新・ 週休２日制経費率の検証、シミュレーションの検討 

イ 残業上限規制への対応 

○新・ 時間外労働規制適用に向けた研修会（労務・環境） 

② 女性活躍推進に関する調査研究（労務・環境） 

③ 建設キャリアアップシステムに関する取組み 

○新ア CCUS加入と入札条件に関する会員意向の調査（総務） 

イ 国の施策等に関する情報収集・対応検討（労務・環境） 

ウ 会員への普及啓発（労務・環境） 

エ 認定登録機関への移行 

 

３ 建設業の社会的責任及びイメージアップへの対応 

（１）社会的責任への対応 

① 行政機関等との各種災害協定に対する的確な対応（企画） 

ア 災害関連協定に基づく訓練等 

＜県＞ 

・ 県・市合同災害訓練「ビッグレスキュー」への参加 

・ 「神奈川県公共建築物に係る地震時の点検等の協力に関する協定」 

・ 「県営住宅等に係る地震等の災害応急活動に関する協定」 

・ 「災害時における応急仮設住宅の建設等に関する協定」 

＜国＞ 

・ 「災害時における関東地方整備局管内の防災応急対策業務及び建築資材

調達に関する協定」に係る緊急連絡先名簿等の作成・提出  

イ 災害以外の協定に基づく協力 

・ 「家畜伝染病発生時における防疫業務に関する基本協定書」に基づく訓

練等 

ウ 災害協定に基づく活動時の二次災害への補償について調査検討・調整 

② 災害時対応の強化に向けた取組（企画、建設みらい） 

ア 災害情報共有システムの試行継続 

イ BCP（事業継続計画）策定への支援 

○新ウ 各支部の災害復旧活動の把握とＰＲ 

○新エ 会員の備蓄状況の把握（支援物資含む） 



 

○新オ 災害対応備蓄品の積み増し 

 カ  建設機械の保有状況調査 

③ 建設業適正取引の推進（企画） 

ア 建設業の適正取引に関する講習会開催への協力 

イ 神奈川県県土整備局建設業課と連携した建設業適正化リーフレットの配

布等 

ウ 建設業法、労働安全衛生法、独占禁止法等の関係法令遵守の徹底 

④ その他 

ア 建設企業（団体）行動憲章に即した活動の推進 

イ （公財）神奈川県暴力通報推進センターとの連携 

ウ 新型コロナウイルス感染症について現状の把握・対応 

エ 廃棄物の適正処理等の推進（労務・環境） 

・ 「神奈川県不法投棄及び不適切保管の情報提供に関する協定」への協力 

・ 建設系廃棄物マニュフェスト及び建設廃棄物処理委託契約書の普及 

(総務) 

オ  社会保険未加入促進に向けた取組み（労務・環境）  

 

（２）イメージアップ 

  ① 県民・住民に直接アピールする活動等 

ア 建設フォーラムの開催（第１０回）（建設みらい） 

イ かながわ建設フェスタ in 日本大通りの開催（第３回）（建設みらい） 

ウ 協会ホームページの充実等 

○新エ 大正 12年関東大震災から 100年企画事業の検討（企画、みらい） 

  ② 社会貢献等によりイメージアップする活動等 

ア 箱根駅伝に係る清掃等の活動（建設みらい） 

イ  支部防災活動・建設業イメージアップ活動への支援（建設みらい） 

 

４ 調査及び課題への対応等 

（１）各種要望活動に向けて支部、会員から直接意見を聴取するヒアリングの実施 

① 県土木事務所発注工事等に対する各支部（５～６月）へのヒアリング 

② 関東地方整備局発注工事に参加実績のある会員への個別ヒアリング 

③ 国、県等が発注する建築工事に参加実績のある会員への個別ヒアリング 

 

（２）入札契約制度の改善等喫緊の課題に対する発注者動向に係る調査・研究 

○新① 適正工期の発注状況に係る調査・研究 

○新② 技術者の現場兼務の状況に係る調査 



 

○新③ 運用指針に係る市町村入札制度、工事施工等の調査研究 

④ 県及び市町村発注工事等の受注状況に関する調査 

 

（３）会員状況関連の調査・研究 

① 会員企業現況調査（経営状況、雇用状況等、後継者、DX、備蓄品等への対応） 

○新② 事業承継の課題への対応 

ア 研修会の開催（総務、企画） 

③ 外国人材の活用に関する調査研究（労務・環境） 

 

５ その他 

（１）催事関連（総務） 

① 建設業関係５団体合同賀詞交歓会の実施 

② 建設関係殉職者の調査及び合同慰霊祭の実施 

 

（２）建設業退職金共済制度の運用（労務・環境） 

① 建設業退職金共済制度事業の運営 

② 建設業退職金共済制度普及協力者表彰 

 

（３）協会事務の効率化（総務） 

○新① メール等を活用した会員企業への情報伝達（関係法令、各種通知、情報等）    

 

（４）その他 

① 神奈川県土木施工管理技士会事業との連携 （土木） 

② 労働災害防止等のための安全管理の普及促進（労務・環境） 

労務安全に関する図書（建設労務安全）を希望８支部へ配布 

  ③ 協会の適切な運営管理（総務） 

     関係法令や定款等に則った適正な事業及び財務事務の執行 

 


